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我が国の高等教育に関する将来構想について（諮問）
（平成２９年３月６日）

・「第４次産業革命」は既存の産業構造、就業構造、さらには人々の生活を一変
させる可能性

・本格的な人口減少社会の到来により、高等教育機関への主たる進学者である
１８歳人口も大きく減少
（２００５年：約１３７万人→ ２０１６年：約１１９万人

→ ２０３０年：約１０３万人→ ２０４０年：約８８万人）

高等教育機関が求められる役割を真に果たすことができるよう、これまでの政策
の成果と課題について検証するとともに、高等教育を取り巻く状況の変化も踏まえ
て、２０４０年頃を見据えた高等教育の将来構想について総合的な検討を行う

中央教育審議会で議論。昨年１２月に論点整理を取りまとめ。今後は、
本年６月を目途に中間まとめ、秋頃を目途に答申を取りまとめる予定。
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社会全体の構造の変化

・学術研究や教育の発展 → 学際的・学融合的な研究、分野横断的な教育
・第４次産業革命 → 「AI×○○」分野を超えた専門知・技能の組み合わせ

Society5.0
・人生１００年社会 → 多様な年齢層の学生
・グローバル化 → 多様な国籍の教員、学生
・地方創生 → 地方の産業の生産性向上、高付加価値化

高等教育における人材育成

■１８歳で入学する伝統的な学生

・急速な社会の変化の中で陳腐化しない普遍的なスキル・リテラシー
→一般教育・共通教育と専門教育を通じた汎用的能力の育成
→強みとなる専門分野と幅広い視野を兼ね備えた人材の育成

・第４次産業革命時代の新たなリテラシー
→数理・データサイエンス

■社会人

・学術的な背景とを持つ教員による最先端の実践の理論化
・実務経験のある教員による最先端の実践例の提供

今後の高等教育の将来像の提示に向けた論点整理
平 成 ２ ９ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日
中央教育審議会大学分科会将来構想部会
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・将来の人材需要は次々と変わり得る → 予測困難な中で、変化に迅速かつ柔軟に対応でき
る教育研究システムの構築

・社会の変化に共通するキーワードは「多様性」 → 多様な価値観が集まるキャンパスから新た
な価値を創造

→ 自前主義から脱却し、学部を超え、大学を
超えて多様な人的資源を活用

→ それを少子高齢化の中で実現

将来必要とされる高等教育機関の教育体制

■多様な教育研究分野

・学部等の組織の枠を超えた学位プログラムの編成を可能に

・大学間の連携・統合の方策※を構築 円滑な撤退の手続きを明確化

■多様な教員

・学部等の組織の枠を超えた学位プログラムの編成を可能に（再掲）
・実務家※や若手・女性の積極的な登用

■多様な学生

■多様性を受け止めるガバナンス

・社会人→ リカレント教育※の推進 ・外国人→ 留学生を引き付ける環境整備

・他大学、産業界、地方公共団体との恒常的な連携体制の構築

・学外理事※等の積極的な登用

多様性 × 高齢化 = 多様な年齢層の学びの場に

多様性 ＝ 学外資源の活用

多様性 × 少子化 ＝ 連携・統合迅速かつ柔軟なプログラム編成

多様性 ＝ 学外資源の活用（脱自前主義）

３※人生１００年時代構想会議中間報告においても同様の指摘



国立大学の一法人複数大学制の導入や私立大学の学部単位での事業譲
渡の円滑化に加え、国公私の設置主体の枠を超えた統合の方策を構築

大学間の統合について

１８歳人口が減少し、一つの大学で多様な教育研究を行うことが困難になる時代を見
据え、複数の大学等の人的・物的リソースを効果的に共有できるよう、大学間の統合を
円滑に進めることができる仕組みの構築が求められる。

＜国立大学の一法人複数大学＞ ＜私立大学の学部単位での事業譲渡＞

４

Ａ学部

Ｂ学部 Ｂ？学部

○○大学 ××大学

a学部

学校法人○○学園 学校法人××学園

○○大学

学校法人○○学園

××大学

学校法人××学園

○○大学
大学単位の

設置者変更は可能

②学部の新設①学部の廃止

学部・学科単位の
設置者変更は不可

学部の廃止と新設の
双方の手続きが必要



私立大学の健全な経営力確保の推進方策について

急激な少子化に対応した私立大学の経営力の強化と安心して学生が学べる環境を整備

経営指導の強化

破綻処理の円滑化

連携・統合の支援
・私立大学に関する学部単位での事業譲渡の円滑化

・国公私の枠を超えた連携・統合の方策など多様な連携
方策の検討を進め、強みを生かす自主的再編を促進

・新たな指標を設定し、経営悪化傾向にあるものの直ちに
経営見直しに取り組めば改善の余地がある法人に対して、
改善に向けた指導を強化。
大学の組織見直しや合併等を促進。

・経営改善が見込めない経営困難な法人に対して撤退を
含めた早期の経営判断を求める国からの踏み込んだ指導

・経営破綻時の混乱を最小化するための破綻対応の
法制整備

・学生のセーフティーネットの構築
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■大学の規模

・１８歳人口の大幅な減少

・都道府県別で推計した進学率（※）で試算すると、２０４０年の進学者数の推計
は、４７都道府県全体で、現在の定員の約８４％
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18歳人口【2017】 22,252
高校等卒業者数【2017】 19,427
大学進学者数【2017】 9,169
大学進学率【2017】 41.2%
大学進学率（国公私別）【2017】 8.6% 3.0% 29.7%
短大進学率【2017】 4.3%
専門学校進学率（現役）【2017】 26.0%
大学数【2017】 18
大学数（国公私別） 【2017】 3 3 12
入学定員【2017】 5,907
入学定員（国公私別）【2017】 2,482 585 2,840
大学入学者数【2017】 5,972
県外から流入【2017】 2,711
県内から流出【2017】 5,908
流出入差（流入-流出）【2017】 -3,197
自県進学率【2017】 35.6%
18歳人口推計【2040】 14,216
大学進学率推計【2040】 41.2%
大学進学者数推計【2040】 5,863
大学入学者数推計【2040】 4,032
入学定員充足率推計【2040】 68.3%

県内高卒者の大学進学先【2017】

新潟, 
3,261 , 
36%

東京, 
1,932 ,
21%

神奈川, 
823 , 9%

その他, 
3,153 , 
34%

県内大学入学者の出身高校所在地【2017】

新潟, 
3,261 , 
55%

福島,
301 ,
5%

山形, 292 , 
5%

その他, 
2,118 , 
35%

＜新潟県の例＞

■地域で描く将来像

・全都道府県の大学の配置状況に関する客観的なデータの作成

・地域の国公私立大学が、地方自治体、産業界を巻き込んで、将来像の議論
や連携、交流の企画を行う恒常的な体制を構築

１８歳人口の減少を踏まえた大学の規模や地域配置

６

※過去3年間（2014～2017年度）の都道府県別の大学進学率の伸び率を延長
（男性は進学率の上昇が著しい県は+5ptを上限とし、女性は同県の男性の進学率の同値を上限）して推計



教育の質の保証と情報公開

【学修成果の可視化と情報公開】

○現在大学が義務として公表している入学者数などの大学の基本的な情報

に加えて、学生が修得した知識・能力等が分かる情報を把握・提供※

【教育の質の保証】

○教育課程の改善や教員の教育能力の向上等を含む、全学的な教学マネジ
メントをルール化

日本の学生は授業以外の勉強時間が非常に短いなど、日本の大学では、教育の質を保
証するための取組みは不十分

＜学生が修得した知識・能力等が分かる情報の例＞
・単位及び学位の修得状況と成績
・卒業論文等の成果物に対する評価
・GPA
・アセスメントテスト等の学外試験のスコア
・資格取得や受賞・表彰歴の状況
・進路の決定状況（就職先・進学先）等の卒業後の状況
・卒業生に対する評価の把握
・学生の学修に対する意欲
・学修時間等

情報公開と教育の質の保証

大学設置基準における単位の考え方からすれば、週４８時間の学習が必要になるが、平均で約２５時間
（授業時間 ２０時間＋授業外学修時間 ５時間）の学習に留まっている。

７※人生１００年時代構想会議中間報告においても同様の指摘


